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【 独立行政法人国立がん研究センタ ー】 （ 単位： 円）

資産の部

Ⅰ　 流動資産

現金及び預金 11,924,947,668

医業未収金 5,074,609,224

貸倒引当金 △ 16,466,951 5,058,142,273

未収金 2,543,638,784

医薬品 216,304,225

診療材料 7,013,364

給食用材料 10,234,416

貯蔵品 50,379,115

前払費用 26,631,132

未収収益 25,417,920

その他流動資産 9,990,005

流動資産合計 19,872,698,902

Ⅱ　 固定資産

１ 　 有形固定資産

建物 25,178,721,619

減価償却累計額 △ 2,470,428,803 22,708,292,816

構築物 29,010,253

減価償却累計額 △ 7,374,637 21,635,616

医療用器械備品 11,057,606,442

減価償却累計額 △ 3,659,242,165 7,398,364,277

その他器械備品 7,231,618,283

減価償却累計額 △ 2,434,898,783 4,796,719,500

車両 1,147,627

減価償却累計額 △ 1,147,626 1

土地 61,097,292,650

建設仮勘定 309,358,893

その他有形固定資産 25,000,000

有形固定資産合計 96,356,663,753

２ 　 無形固定資産

ソ フ ト ウェ ア 175,439,734

電話加入権 368,000

その他無形固定資産 16,481,595

無形固定資産合計 192,289,329

３ 　 投資その他の資産

投資有価証券 13,788,265,960

破産更生債権等 20,343,052

貸倒引当金 △ 20,343,052 0

未収財源措置予定額 12,614,500

長期前払費用 66,614,196

投資その他の資産合計 13,867,494,656

固定資産合計 110,416,447,738

資産合計 130,289,146,640

貸　 借　 対　 照　 表
（ 平成２ ４ 年３ 月３ １ 日）

科　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 目 金　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 額
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【 独立行政法人国立がん研究センタ ー】 （ 単位： 円）

科　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 目 金　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 額

負債の部

Ⅰ　 流動負債

運営費交付金債務 138,028,461

預り 補助金等 91,234,035

預り 寄附金 4,000,000

一年以内返済長期借入金 2,091,203,614

買掛金 1,822,879,254

未払金 6,587,096,261

一年以内支払リ ース債務 721,385,400

未払消費税等 17,357,600

前受金 600,029,910

預り 金 980,352,765

未払費用 46,841,215

引当金

賞与引当金 896,454,818 896,454,818

その他流動負債 3,313,748

流動負債合計 14,000,177,081

Ⅱ　 固定負債

資産見返負債

資産見返運営費交付金 563,316,730

資産見返補助金等 1,463,206,723

資産見返寄附金 38,282,721

建設仮勘定見返補助金等 55,278,300 2,120,084,474

長期借入金 15,528,858,120

リ ース債務 435,269,394

引当金

退職給付引当金 56,749,173 56,749,173

資産除去債務 583,871,448

その他固定負債 320,000

固定負債合計 18,725,152,609

負債合計 32,725,329,690

純資産の部

Ⅰ　 資本金

政府出資金 91,662,446,513

資本金合計 91,662,446,513

Ⅱ　 資本剰余金

資本剰余金 4,488,109,402

損益外減価償却累計額（ －） △ 2,094,081,637

資本剰余金合計 2,394,027,765

Ⅲ　 利益剰余金

積立金 2,582,519,389

当期未処分利益 924,823,283

（ う ち 当期総利益） （ 924,823,283 ）

利益剰余金合計 3,507,342,672

純資産合計 97,563,816,950

負債純資産合計 130,289,146,640
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【 独立行政法人国立がん研究センタ ー】 （ 単位： 円）

経常費用

業務費

給与費 16,008,707,169

材料費 13,362,112,575

委託費 2,510,910,738

設備関係費 5,752,847,720

経費 5,908,595,389

その他 1,936,269 43,545,109,860

一般管理費

給与費 940,186,540

経費 242,657,642

減価償却費 3,909,382 1,186,753,564

財務費用 409,011,684

その他経常費用 60,649,917

経常費用合計 45,201,525,025

経常収益

運営費交付金収益 8,585,272,864

補助金等収益 305,865,589

財源措置予定額収益 12,614,500

業務収益

医業収益 32,308,218,349

研修収益 17,987,076

研究収益 4,750,730,071 37,076,935,496

寄附金収益 26,549,996

資産見返負債戻入

資産見返運営費交付金戻入 37,506,010

資産見返補助金等戻入 62,416,230

資産見返寄附金戻入 2,242,430 102,164,670

施設費収益 13,476,615

財務収益 31,032,673

その他経常収益 206,731,655

経常収益合計 46,360,644,058

経常利益 1,159,119,033

臨時損失

固定資産除却損 239,350,400

その他臨時損失 1,128,974 240,479,374

臨時利益

その他臨時利益 6,183,624 6,183,624

当期純利益 924,823,283

当期総利益 924,823,283

損　 益　 計　 算　 書
（ 平成２ ３ 年４ 月１ 日～平成２ ４ 年３ 月３ １ 日）

科　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 目 金　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 額
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【 独立行政法人国立がん研究センタ ー】 （ 単位： 円）

Ⅰ　 業務活動によ る キャ ッ シュ ・ フ ロ ー

人件費支出 △ 16,707,223,154

材料の購入によ る 支出 △ 13,399,374,293

その他の業務支出 △ 11,716,825,735

運営費交付金収入 8,755,186,000

補助金等収入 224,565,821

寄附金収入 30,549,996

医業収入 31,964,659,601

研修収入 18,609,076

研究収入 5,022,432,303

その他の収入 360,646,802

小計 4,553,226,417

利息の受取額 69,878,793

利息の支払額 △ 413,746,919

業務活動によ る キャ ッ シュ ・ フ ロ ー 4,209,358,291

Ⅱ　 投資活動によ る キャ ッ シュ ・ フ ロ ー

定期預金の預入によ る 支出 △ 26,500,000,000

定期預金の戻入によ る 収入 26,500,000,000

有価証券の取得によ る 支出 △ 13,000,000,000

有価証券の償還によ る 収入 13,000,000,000

投資有価証券の取得によ る 支出 △ 13,852,530,000

有形固定資産の取得によ る 支出 △ 5,214,264,261

無形固定資産の取得によ る 支出 △ 124,831,739

投資活動によ る キャ ッ シュ ・ フ ロ ー △ 19,191,626,000

Ⅲ　 財務活動によ る キャ ッ シュ ・ フ ロ ー

長期借入金の返済によ る 支出 △ 1,904,055,370

長期借入れによ る 収入 4,042,850,000

リ ース債務償還によ る 支出 △ 1,047,371,192

財務活動によ る キャ ッ シュ ・ フ ロ ー 1,091,423,438

Ⅳ　 資金減少額 △ 13,890,844,271

Ⅴ　 資金期首残高 25,806,718,569

Ⅵ　 資金期末残高 11,915,874,298

キャ ッ シュ ・ フ ロー計算書
（ 平成２ ３ 年４ 月１ 日～平成２ ４ 年３ 月３ １ 日）

科　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 目 金　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 額

6



【 独立行政法人国立がん研究センター】 （ 単位： 円）

Ⅰ　 当期未処分利益 924,823,283

当期総利益 924,823,283

Ⅱ　 利益処分額

積立金 924,823,283 924,823,283

利益の処分に関する書類
(平成24年9月24日)

科　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 目 金　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 額
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【 独立行政法人国立がん研究センタ ー】 （ 単位： 円）

Ⅰ　 業務費用

（ １ ） 損益計算書上の費用

業務費 43,545,109,860

一般管理費 1,186,753,564

財務費用 409,011,684

その他経常費用 60,649,917

臨時損失 240,479,374 45,442,004,399

（ ２ ） （ 控除） 自己収入等

医業収益 △ 32,308,218,349

研修収益 △ 17,987,076

研究収益 △ 4,036,019,591

その他経常収益 △ 266,556,754

臨時利益 △ 6,183,624 △ 36,634,965,394

業務費用合計 8,807,039,005

Ⅱ　 損益外減価償却相当額 1,027,631,869

Ⅲ　 損益外減損損失相当額 55,224,320

Ⅳ　 損益外除売却差額相当額 1,327,450

Ⅴ　 引当外退職給付増加見積額 281,488,638

Ⅵ　 機会費用

政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用 929,560,136 929,560,136

Ⅶ　 行政サービス実施コ スト 11,102,271,418

行政サービス実施コ スト 計算書
（ 平成２ ３ 年４ 月１ 日～平成２ ４ 年３ 月３ １ 日）

科　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 目 金　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 額
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注 記 事 項

Ⅰ．重要な会計方針

当事業年度より、独立行政法人会計基準（ 独立行政法人会計基準の改訂について （独立行政法人「 」

会計基準研究会、財政制度等審議会 財政制度分科会 法制・公会計部会 平成２３年６月２８日）及

び「 独立行政法人会計基準』及び『独立行政法人会計基準注解』に関するＱ＆Ａ （総務省行政管理『 」

局、財務省主計局、日本公認会計士協会 平成２４年３月 ）を適用しております。）

１．運営費交付金収益の計上基準

業務達成基準を採用しております。

２．減価償却の会計処理方法

（１）有形固定資産

定額法を採用しております。

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ２ ～ ４７年

構築物 ４ ～ １５年

医療用器械備品 ２ ～ １０年

その他器械備品 ２ ～ １９年

車両 ２年

また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第８７）の減価償却相当額については、損益

外減価償却累計額として資本剰余金から控除して表示しております。

（２）無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（３年～５年）

に基づいております。

３．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準

役職員の退職給付に備えるため、運営費交付金により財源措置されない退職給付について、当

該事業年度末における退職給付債務の見積額に基づき計上しております。

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、独立行政法人会

計基準第３８に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上しており

ます。

４．貸倒引当金の計上基準

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

５．賞与引当金の計上基準

役員に対して支給する業績年俸及び職員に対して支給する賞与に備えるため、当該事業年度に

負担すべき支給見込額を計上しております。
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６．有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的債券については、償却原価法（定額法）によっております。

７．たな卸資産の評価基準及び評価方法

（１）医薬品

最終仕入原価法に基づく低価法

（２）診療材料

最終仕入原価法に基づく低価法

（３）給食用材料

最終仕入原価法に基づく低価法

（４）貯蔵品

最終仕入原価法に基づく低価法

８．未収財源措置予定額の計上基準

法人の業務運営に要する費用のうち、その発生額を後年度において財源措置することとされて

いる特定の費用に対して、財源措置が予定される金額を固定資産として計上しております。

９．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法

政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率については、１０年利付国

債の平成２４年３月末利回りを参考に０．９８５％で計算しております。

１０．リース取引の処理方法

リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。

リース料総額が３００万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によっております。

１１．消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。

Ⅱ．貸借対照表

１．運営費交付金から充当されるべき退職一時金に係る退職給付引当金の見積額

７，２０９，２１１，４１３円

２．高度専門医療に関する研究等を行う独立行政法人に関する法律（平成２０年法律第９３号）附

則第８条第７項の規程に基づく当該事業年度末における保証債務の総額

１３，７２７，１８６，７３４円

３．金融商品の状況に関する事項

当センターは、資金運用については預金及び公債に限定し、また、資金調達については財政

融資資金からの借入によっております。

また、当センターの診療報酬債権に係る回収リスクは、収入管理事務要領等に沿ってリスク

低減を図っております。

なお、借入金の使途は事業投資資金であり、主務大臣により認可された資金計画に沿って、

資金調達を行っております。
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４．金融商品の時価等に関する事項

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。

（単位：百万円）

貸借対照表
区 分 時 価 差 額

計 上 額

（1）現金及び預金 １１，９２５ １１，９２５ －

（2）医業未収金 ５，０７４ ５，０７４ －

（3）投資有価証券 １３，７８８ １３，８０８ ２０

（4）長期借入金 １７ ６２０ １８ ７８５ (１，１６５)（ ， ） （ ， ）

（ ， ） （ ， ） ）（5）買掛金 １ ８２２ １ ８２２ ( －

（ ， ） （ ， ） ）（6）未払金 ６ ５８７ ６ ５８７ ( －

（注１）負債に計上されているものは（ ）で示しております。

（注２）金融商品の時価の算定方法に関する事項

（1）現金及び預金 （2）医業未収金、

これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

当該帳簿価額によっております。

（3）投資有価証券

満期保有目的債券の時価については、市場価格によっております。

（4）長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合

に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。

（5）買掛金 （6）未払金、

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

該帳簿価額によっております。

Ⅲ．損益計算書

１．国又は地方公共団体からの受託による収益の科目別内訳

① その他業務収益 ３４，７０１，０００円

２．経常費用の内訳

① 給与費のうち、引当金繰入額

賞与引当金繰入額 ７９８，６６３，５２９円

退職給付引当金繰入額 ４３，３４９，３７２円

② 設備関係費のうち、減価償却費

減価償却費 ３，７９３，０１９，８３２円

③ 経費のうち、引当金繰入額

貸倒引当金繰入額 １２，１３６，７４３円

３．財務収益の内訳

① 有価証券利息 ２３，８２８，５６５円

② 受取利息 ７，２０４，１０８円

合 計 ３１，０３２，６７３円
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４．財務費用の内訳

① 支払利息 ４０９，０１１，６８４円

Ⅳ．キャッシュ・フロー計算書

１．資金の期末残高と貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 １１，９２４，９４７，６６８円

現金及び預金勘定のうち定期預金 △９，０７３，３７０円

資金期末残高 １１，９１５，８７４，２９８円

２．重要な非資金取引

寄附の受入による資産の取得 ４０，５２５，１５１円

Ⅴ．行政サービス実施コスト計算書

国からの出向職員に係る引当外退職給付増加見積額は２４，７３９，５７２円であります。

Ⅵ．退職給付引当金

１．退職給付債務に関する事項

区 分 平成２４年３月３１日現在

退職給付債務 （Ａ） △５６，７４９，１７３円

未認識数理計算上の差異（Ｂ） ０円

退職給付引当金（Ｃ）＝（Ａ）＋（Ｂ） △５６，７４９，１７３円

２．退職給付費用に関する事項

区 分 平成２４年３月３１日現在

勤務費用 ２０，８４６，５１８円

利息費用 １８０，７９６円

数理計算上の差異の費用処理額 ２２，３２２，０５８円

運営費交付金で財源措置された費用 ４４６，２４２，８１４円

退職給付費用 ４８９，５９２，１８６円

３．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

区 分 平成２４年３月３１日現在

割引率 １．２％

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

数理計算上の差異の処理年数 発生事業年度一括費用処理

Ⅶ．固定資産の減損関係

減損を認識した固定資産

（１）固定資産の用途、種類、場所等の概要

用 途 研究研修棟２棟

種 類 建 物

場 所 千葉県柏市柏の葉６－５－１

帳簿価格 研究研修棟Ｂ棟 ２１，６０５，９０２円

研究研修棟Ｃ棟 ３３，６１８，４１８円
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（２）減損の認識に至った経緯

当期に取り壊しを行うために、平成２３年８月以降使用しないという決定を行っており、

同月以降使用せず除却しております。

（３）減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資産ごとの

内訳

損益計算書に計上した金額：該当なし

損益計算書に計上していない金額：

研究研修棟Ｂ棟にかかる損益外減損損失相当額 ２１，６０５，９０２円

研究研修棟Ｃ棟にかかる損益外減損損失相当額 ３３，６１８，４１８円

（４）回収可能サービス価額

売却見込みがないため、使用価値相当額により測定しております。使用価値相当額は、使

用しないという決定を行っているため０円としております。

Ⅷ.資産除去債務関係

１．資産除去債務の概要

当センターは、所有する建物の解体時におけるアスベストの除去費用及び所有する医療用器械

備品の処分時におけるセシウムの除去費用につき資産除去債務を計上しております。

２．資産除去債務の金額の算定方法

資産除去債務の見積もりにあたり、取得時からの使用見込期間を有形固定資産の耐用年数を参

考に１０年～３９年と見積もっております。割引率は当該期間を勘案し、使用見込期間に見合う

国債の利回りを採用しており、０．９６５％～２.２８３％となっております。

３．当事業年度における資産除去債務の総額の増減

期首残高 ５７１，５４１，４７０円

有形固定資産の取得に伴う増加額 ０円

時の経過による調整額 １２，３２９，９７８円

資産の除去による履行額 ０円

期末残高 ５８３，８７１，４４８円
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Ⅸ．重要な債務負担行為

翌事業年度以降に支払いを予定している重要な債務負担行為は、以下の通りです。

（ ）単位：円

契約内容 契約金額 翌年度以降の

支払金額

1 治療棟その他工事 3,805,725,000 3,805,725,000

2 常用発電機設置等工事 1,421,441,000 1,421,441,000

サイバーナイフ 837,900,000 805,350,0003

総合設備維持管理業務委託（築地地区） 1,235,640,000 617,820,0004

5 ｾﾝﾀｰ･ｾｷｭﾘﾃｨｼｽﾃﾑ導入・運用 568,538,196 568,538,196

6 陽子線治療システム保守業務委託 703,500,000 527,625,000

7 医事・陽子線治療システム保守業務委託 1,021,751,640 521,438,320

8 総合設備維持管理業務委託（柏地区） 552,090,000 301,140,000

9 中材・消毒、SPD・ﾒｯｾﾝｼﾞｬｰ業務委託 452,088,000 226,044,000

10 ﾅｰｽｽﾃｰｼｮﾝﾘﾆｭｰｱﾙ他工事等一式 682,290,000 219,345,000

11 177,975,000 177,975,000病棟地下3階既存電源ｼｽﾃﾑ見直し工事及び点検等一式

12 陽子線治療ｼｽﾃﾑ運転維持管理業務委託 221,709,600 166,282,200

13 149,940,000 149,940,000がん集学的治療多施設共同臨床試験支援業務

14 マルチスライスＳＰＥＣＴ－ＣＴシステム 109,478,000 109,478,000

15 センター院内ＬＡＮ機器賃貸借 153,079,500 100,579,500

Ⅹ．重要な後発事象

該当事項はありません。

14



財 務 諸 表
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－

0
0

13
,8

67
,4

94
,6

56

（
注

）
１

．
建

物
の

当
期

増
加

額
3
,
6
8
7
,
3
8
8
,
8
8
5
円

。
　

主
な

内
訳

：
老

朽
配

管
等

更
新

整
備

工
事

1
,
1
5
5
,
4
1
7
,
8
2
4
円

、
教

育
研

修
棟

工
事

5
6
1
,
7
8
7
,
3
1
4
円

、
予

防
検

診
セ

ン
タ

ー
リ

ニ
ュ

ー
ア

ル
工

事
5
1
4
,
1
8
5
,
0
0
0
円

（
注

）
２

．
医

療
用

器
械

備
品

の
当

期
増

加
額

2
,5

0
0
,8

4
0
,4

6
3
円

。
　

主
な

内
訳

：
多

列
検

出
器

型
エ

ッ
ク

ス
線

Ｃ
Ｔ

装
置

3
8
8
,5

1
4
,7

0
0
円

、
超

電
導

磁
石

式
全

身
用

M
R

装
置

3
3
1
,8

0
0
,0

0
0
円

、
遠

隔
操

作
型

内
視

鏡
下

手
術

シ
ス

テ
ム

3
1
5
,0

0
0
,0

0
0
円

（
注

）
３

．
そ

の
他

器
械

備
品

の
当

期
増

加
額

2
,2

1
7
,8

1
1
,3

6
1
円

。
　

主
な

内
訳

：
超

解
像

レ
ー

ザ
ー

顕
微

鏡
1
0
2
,9

0
0
,0

0
0
円

、
M

A
L
D

I型
質

量
分

析
シ

ス
テ

ム
1
0
0
,8

6
7
,9

3
5
円

、
ト

リ
プ

ル
四

重
極

シ
ス

テ
ム

9
8
,6

7
9
,0

0
0
円

有
形

固
定

資
産

（
償

却
費

損
益

内
）

１
．

固
定

資
産

の
取

得
、

処
分

、
減

価
償

却
費

（
「

第
８

７
 
特

定
の

償
却

資
産

の
減

価
に

係
る

会
計

処
理

」
及

び
「

第
９

１
 
資

産
除

去
債

務
に

係
る

特
定

の
除

去
費

用
等

の
会

計
処

理
」

に
よ

る
損

益
外

減
価

償
却

相
当

額
も

含
む

。
）

及
び

減
損

損
失

累
計

額
の

明
細

資
産

の
種

類
減

価
償

却
累

計
額

減
損

損
失

累
計

額
摘

要

有
形

固
定

資
産

（
償

却
費

損
益

外
）

非
償

却
資

産

有
形

固
定

資
産

合
計

無
形

固
定

資
産

投
資

そ
の

他
の

資
産

17



２
．

た
な

卸
資

産
の

明
細

（
単

位
：
円

）

21
6,

30
4,

22
5

注
１

7,
01

3,
36

4
10

,2
34

,4
16

50
,3

79
,1

15
28

3,
93

1,
12

0
（

注
）

 
１

．
当

期
減

少
額

の
そ

の
他

は
、

低
価

法
に

よ
る

評
価

損
に

よ
る

も
の

で
す

。

３
．

有
価

証
券

の
明

細
投

資
そ

の
他

の
資

産
と

し
て

計
上

さ
れ

た
有

価
証

券

（
単

位
：
円

）

0 0 0

４
．

長
期

借
入

金
の

明
細

（
単

位
：

円
）

平
均

利
率

（
％

）
返

済
期

限
摘

　
　

要

2
.2

4
平

成
2
4
年

5
月

2
5
日

～
平

成
4
9
年

3
月

2
0
日

５
．

引
当

金
の

明
細

（
単

位
：

円
）

89
6,

45
4,

81
8

89
6,

45
4,

81
8

貯
蔵

品
32

,8
68

,9
13

1,
19

1,
49

6,
01

9
1,

17
3,

98
5,

81
7

0

地
方

債

政
府

保
証

債

計
13

,8
52

,5
30

,0
00

13
,5

00
,0

00
,0

00
13

,7
88

,2
65

,9
60

満
期

保
有

目
的

債
券

種
類

及
び

銘
柄

取
得

価
額

券
面

総
額

診
療

材
料

15
4,

47
8,

90
5

2,
90

5,
67

3,
58

6
3,

05
3,

13
9,

12
7

0
給

食
用

材
料

5,
96

9,
75

6
18

5,
47

7,
00

7
18

1,
21

2,
34

7
0

期
末

残
高

摘
　

　
要

当
期

購
入

・
払

出
・

振
替

そ
の

他
製

造
・

振
替

医
薬

品
31

5,
90

8,
62

9
8,

74
5,

38
0,

97
1

8,
84

4,
84

5,
39

4
13

9,
98

1

種
類

期
首

残
高

当
期

増
加

額
当

期
減

少
額

計
50

9,
22

6,
20

3
13

,0
28

,0
27

,5
83

13
,2

53
,1

82
,6

85
13

9,
98

1

貸
借

対
照

表
計

上
額

合
計

13
,7

88
,2

65
,9

60

区
　

　
　

分
期

首
残

高
当

期
増

加
額

当
期

減
少

額
期

末
残

高

区
　

　
　

分
期

首
残

高
当

期
増

加
額

当
期

減
少

額
期

末
残

高
摘

　
　

要
目

的
使

用
そ

の
他

財
政

融
資

資
金

15
,4

81
,2

67
,1

04
4,

04
2,

85
0,

00
0

1,
90

4,
05

5,
37

0
17

,6
20

,0
61

,7
34

計
78

6,
79

7,
82

6
89

6,
45

4,
81

8
78

6,
79

7,
82

6
0

賞
与

引
当

金
78

6,
79

7,
82

6
89

6,
45

4,
81

8
78

6,
79

7,
82

6
0

7,
82

4,
00

5,
00

0
6,

02
8,

52
5,

00
0

7,
70

0,
00

0,
00

0
5,

80
0,

00
0,

00
0

7,
79

9,
95

4,
87

8
5,

98
8,

31
1,

08
2

当
期

費
用

に
含

ま
れ

た
評

価
差

額
摘

　
　

要
貸

借
対

照
表

計
上

額
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６
．

貸
付

金
等

に
対

す
る

貸
倒

引
当

金
の

明
細

（
単

位
：

円
）

当
期

増
減

額
期

末
残

高

2,
97

3,
69

6
16

,4
66

,9
51

2,
97

3,
69

6
16

,4
66

,9
51

注
１

0
0

0
0

注
１

△
 1

5,
11

4,
50

4
20

,3
43

,0
52

△
 1

5,
11

4,
50

4
20

,3
43

,0
52

注
２

△
 1

2,
14

0,
80

8
36

,8
10

,0
03

（
注

）
１

．
一

般
債

権
に

つ
い

て
は

、
貸

倒
実

績
率

に
よ

り
、

回
収

不
能

見
込

額
を

計
上

し
て

お
り

ま
す

。

２
．

破
産

更
生

債
権

等
に

つ
い

て
は

、
個

別
に

回
収

可
能

性
を

検
討

し
、

回
収

不
能

見
込

額
を

計
上

し
て

お
り

ま
す

。

７
．

退
職

給
付

引
当

金
の

明
細

（
単

位
：

円
）

期
末

残
高

摘
　

　
要

56
,7

49
,1

73
退

職
一

時
金

に
係

る
債

務
56

,7
49

,1
73

未
認

識
数

理
計

算
上

の
差

異
0

年
金

資
産

0
退

職
給

付
引

当
金

56
,7

49
,1

73

８
．

資
産

除
去

債
務

の
明

細
（

単
位

：
円

）

摘
　

　
要

（
注

）
１

．
資

産
除

去
債

務
に

対
応

す
る

除
去

費
用

等
に

つ
い

て
、

独
立

行
政

法
人

会
計

基
準

第
9
1
の

特
定

は
さ

れ
て

い
ま

せ
ん

。

９
．

保
証

債
務

の
明

細
（

単
位

：
円

）

保
証

料
収

益

件
数

金
額

件
数

金
額

件
数

金
額

件
数

金
額

金
額

(1
,7

54
,0

80
,3

70
)

(1
,7

41
,7

77
,6

14
)

(1
,7

54
,0

80
,3

70
)

(1
,7

41
,7

77
,6

14
)

－

1
15

,4
81

,2
67

,1
04

0
0

1
1,

75
4,

08
0,

37
0

1
13

,7
27

,1
86

,7
34

－

（
注

）
１

．
高

度
専

門
医

療
に

関
す

る
研

究
等

を
行

う
独

立
行

政
法

人
に

関
す

る
法

律
（

平
成

2
0
年

法
律

第
9
3
号

）
附

則
第

8
条

第
7
項

の
規

定
に

基
づ

き
、

　
各

国
立

高
度

専
門

医
療

研
究

セ
ン

タ
ー

は
、

厚
生

労
働

大
臣

が
定

め
る

と
こ

ろ
に

よ
り

、
当

該
国

立
高

度
専

門
医

療
研

究
セ

ン
タ

ー
以

外
の

　
国

立
高

度
専

門
医

療
研

究
セ

ン
タ

ー
が

承
継

し
た

旧
特

別
会

計
の

財
政

融
資

資
金

か
ら

の
借

入
金

債
務

を
保

証
し

て
お

り
ま

す
。

２
．

（
　

）
は

、
１

年
以

内
保

証
債

務
減

少
予

定
額

を
記

載
し

て
お

り
ま

す
。

区
　

　
　

分
貸

付
金

等
の

残
高

貸
倒

引
当

金
の

残
高

摘
　

　
要

期
首

残
高

当
期

増
減

額
期

末
残

高
期

首
残

高

医
業

未
収

金
4,

66
6,

94
9,

45
2

40
7,

65
9,

77
2

5,
07

4,
60

9,
22

4
13

,4
93

,2
55

一
般

債
権

4,
66

6,
94

9,
45

2
40

7,
65

9,
77

2
5,

07
4,

60
9,

22
4

13
,4

93
,2

55
未

収
金

21
4,

78
2,

06
3

2,
32

8,
85

6,
72

1
2,

54
3,

63
8,

78
4

0
一

般
債

権
21

4,
78

2,
06

3
2,

32
8,

85
6,

72
1

2,
54

3,
63

8,
78

4
0

破
産

更
生

債
権

等
35

,4
57

,5
56

△
 1

5,
11

4,
50

4
20

,3
43

,0
52

35
,4

57
,5

56
破

産
更

生
債

権
等

35
,4

57
,5

56
△

 1
5,

11
4,

50
4

20
,3

43
,0

52
35

,4
57

,5
56

計
4,

91
7,

18
9,

07
1

2,
72

1,
40

1,
98

9
7,

63
8,

59
1,

06
0

48
,9

50
,8

11

15
,0

66
,3

61
43

,3
49

,3
72

1,
66

6,
56

0
0

22
,3

22
,0

58
22

,3
22

,0
58

区
　

　
　

分
期

首
残

高
当

期
増

加
額

当
期

減
少

額

退
職

給
付

債
務

合
計

額
15

,0
66

,3
61

43
,3

49
,3

72
1,

66
6,

56
0

区
　

　
　

分
期

首
残

高
当

期
増

加
当

期
減

少
期

末
残

高

旧
特

別
会

計
の

財
政

融
資

資
金

か
ら

の
負

債
に

係
る

保
証

債
務

0
0

0
15

,0
66

,3
61

65
,6

71
,4

30
23

,9
88

,6
18

区
　

　
　

分
期

首
残

高
当

期
増

加
額

当
期

減
少

額
期

末
残

高

放
射

性
同

位
元

素
等

に
よ

る
放

射
線

障
害

の
防

止
に

関
す

る
法

律
54

,5
39

,4
12

52
6,

30
5

0
55

,0
65

,7
17

石
綿

障
害

予
防

規
則

51
7,

00
2,

05
8

11
,8

03
,6

73
0

52
8,

80
5,

73
1

合
　

計

注
１

57
1,

54
1,

47
0

12
,3

29
,9

78
0

58
3,

87
1,

44
8
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１
０

．
資

本
金

及
び

資
本

剰
余

金
の

明
細

（
単

位
：

円
）

期
末

残
高

摘
　

　
要

資
本

金
政

府
出

資
金

91
,6

62
,4

46
,5

13
91

,6
62

,4
46

,5
13

資
　

 
本

資
本

剰
余

金

剰
余

金
施

設
費

45
3,

95
7,

38
5

注
１

運
営

費
交

付
金

0
補

助
金

等
0

寄
附

金
等

0
目

的
積

立
金

0
損

益
外

除
売

却
差

額
相

当
額

△
 6

2,
33

7,
19

0
注

２

そ
の

他
4,

09
6,

48
9,

20
7

4,
48

8,
10

9,
40

2
損

益
外

減
価

償
却

累
計

額
2,

09
4,

08
1,

63
7

注
２

損
益

外
減

損
損

失
累

計
額

0
注

３

損
益

外
利

息
費

用
累

計
額

0
2,

39
4,

02
7,

76
5

（
注

）
１

．
当

期
増

加
額

は
、

主
と

し
て

「
第

８
７

特
定

の
償

却
資

産
」

に
該

当
す

る
資

産
の

増
加

に
よ

る
も

の
で

す
。




（
注

）
２

．
当

期
減

少
額

は
、

「
第

８
７

特
定

の
償

却
資

産
」

に
該

当
す

る
資

産
の

減
少

に
よ

る
も

の
で

す
。




（
注

）
３

．
当

期
増

加
額

は
柏

キ
ャ

ン
パ

ス
の

研
究

研
修

棟
の

減
損

（
5
5
,
2
4
4
,
3
2
0
円

)
に

よ
る

も
の

で
あ

り
、

当
期

減
少

額
は

研
究

研
修

棟
を

除
却

(
5
5
,
2
4
4
,
3
2
0
円

）
し

た
こ

と
に

よ
る

も
の

で
す

。

１
１

．
積

立
金

の
明

細
（

単
位

：
円

）

期
末

残
高

摘
要

2,
58

2,
51

9,
38

9
注

１

2,
58

2,
51

9,
38

9
（

注
）

１
．

当
期

増
加

額
は

独
立

行
政

法
人

通
則

法
第

４
４

条
第

１
項

の
規

程
に

従
い

、
前

期
の

利
益

処
分

に
お

い
て

整
理

し
た

額
で

す
。




１
２

．
運

営
費

交
付

金
債

務
及

び
当

期
振

替
額

等
の

明
細

（
１

）
運

営
費

交
付

金
債

務
の

増
減

の
明

細

（
単

位
：

円
）

0
52

2,
86

3,
23

1
0

0
8,

61
7,

15
7,

53
9

13
8,

02
8,

46
1

0
9,

14
0,

02
0,

77
0

13
8,

02
8,

46
1

2,
58

2,
51

9,
38

9
0

当
期

増
加

額
当

期
減

少
額

2,
58

2,
51

9,
38

9
0

区
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
分

積
立

金

計

期
首

残
高

0 0

平
成

２
２

年
度

52
2,

86
3,

23
1

0
52

2,
86

3,
23

1
0

0
0

0

計
91

,6
62

,4
46

,5
13

0
0

区
　

　
　

　
　

　
　

分
期

首
残

高
当

期
増

加
額

当
期

減
少

額

91
,6

62
,4

46
,5

13
0

0

0
0

0

0
45

3,
95

7,
38

5
0

0
0

0

4,
09

6,
48

9,
20

7
0

0
計

4,
09

6,
48

9,
20

7
45

3,
95

7,
38

5
62

,3
37

,1
90

0
0

0
0

0
62

,3
37

,1
90

0
0

0
差

引
計

3,
02

4,
25

4,
01

9
△

 6
28

,8
98

,8
04

1,
32

7,
45

0

1,
07

2,
23

5,
18

8
1,

02
7,

63
1,

86
9

5,
78

5,
42

0
0

55
,2

24
,3

20
55

,2
24

,3
20

計
52

2,
86

3,
23

1
8,

75
5,

18
6,

00
0

8,
58

5,
27

2,
86

4
55

4,
74

7,
90

6

運
営

費
交

付
金

平
成

２
３

年
度

0
8,

75
5,

18
6,

00
0

8,
06

2,
40

9,
63

3
55

4,
74

7,
90

6

交
付

年
度

期
首

残
高

交
付

金
当

期
交

付
額

当
期

振
替

額

期
末

残
高

運
営

費
交

付
金

収
益

資
産

見
返

資
本

剰
余

金
小

　
　

計

20



（
２

）
運

営
費

交
付

金
債

務
の

当
期

振
替

額
の

明
細

平
成

２
２

年
度

交
付

分

（
単

位
：

円
）

２
．

当
該

業
務

に
関

す
る

損
益

等

　
ア

．
臨

床
研

究
業

務
22

2,
86

3,
23

1
円

　
イ

．
情

報
発

信
業

務
30

0,
00

0,
00

0
円

３
．

運
営

費
交

付
金

収
益

化
額

の
積

算
根

拠

　
　

年
度

計
画

の
予

定
ど

お
り

に
遂

行
し

た
業

務
に

つ
い

て
、

各
業

務
に

充
て

ら
れ

る
運

営
費

交
付

金
の

計
画

額
を

収
益

化

平
成

２
３

年
度

交
付

分

（
単

位
：

円
）

２
．

当
該

業
務

に
関

す
る

損
益

等

　
ア

．
研

究
業

務
1,

51
3,

18
2,

00
0

円

　
イ

．
臨

床
研

究
業

務
2,

76
6,

38
3,

19
3

円

　
ウ

．
診

療
業

務
16

9,
38

7,
00

0
円

　
エ

．
教

育
研

修
業

務
1,

26
0,

03
2,

00
0

円

　
オ

．
情

報
発

信
業

務
1,

29
0,

14
9,

42
4

円

　
カ

．
そ

の
他

48
8,

12
8,

44
0

円

　
　

　
（

内
訳

）
病

院
内

保
育

所
運

営
費

費
1
1
,
5
7
2
,
0
0
0
 
円

退
職

手
当

4
7
6
,
5
5
6
,
4
4
0
 
円

　
ア

．
臨

床
研

究
業

務
55

4,
74

7,
90

6
円

３
．

運
営

費
交

付
金

収
益

化
額

の
積

算
根

拠

　
　

年
度

計
画

の
予

定
ど

お
り

に
遂

行
し

た
業

務
に

つ
い

て
、

各
業

務
に

充
て

ら
れ

る
運

営
費

交
付

金
の

計
画

額
を

収
益

化

区
　

　
　

分
金

　
　
　
額

内
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
訳

　
－

　
（

期
間

進
行

基
準

を
採

用
し

た
業

務
は

あ
り

ま
せ

ん
）

資
産

見
返

運
営

費
交

付
金

0
資

本
剰

余
金

0

業
務

達
成

基
準

に
よ

る
振

替
額

運
営

費
交

付
金

収
益

52
2,

86
3,

23
1

１
．

業
務

達
成

基
準

を
採

用
し

た
業

務
：

研
究

業
務

、
臨

床
研

究
業

務
、

診
療

業
務

、
教

育
研

修
業

務
、

情
報

発
信

業
務

、
そ

の
他

（
１

）
損

益
計

算
書

に
計

上
し

た
費

用
の

額
 
：

 
5
2
2
,
8
6
3
,
2
3
1
円

（
２

）
固

定
資

産
の

取
得

額
 
：

 
0
円

計
0

費
用

進
行

基
準

に
よ

る
振

替
額

運
営

費
交

付
金

収
益

0

　
－

　
（

費
用

進
行

基
準

を
採

用
し

た
業

務
は

あ
り

ま
せ

ん
）

資
産

見
返

運
営

費
交

付
金

0
資

本
剰

余
金

0
計

0
会

計
基

準
第

8
1
第

3
項

に
よ

る
振

替
額

0
合

　
　

　
計

52
2,

86
3,

23
1

内
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
訳

業
務

達
成

基
準

に
よ

る
振

替
額

運
営

費
交

付
金

収
益

8,
06

2,
40

9,
63

3

１
．

業
務

達
成

基
準

を
採

用
し

た
業

務
：

研
究

業
務

、
臨

床
研

究
業

務
、

診
療

業
務

、
教

育
研

修
業

務
、

情
報

発
信

業
務

、
そ

の
他

（
１

）
損

益
計

算
書

に
計

上
し

た
費

用
の

額
 
：

 
7
,
4
8
7
,
2
6
2
,
0
5
7
円

資
産

見
返

運
営

費
交

付
金

55
4,

74
7,

90
6

資
本

剰
余

金
0

（
２

）
固

定
資

産
の

取
得

額
 
：

 
5
5
4
,
7
4
7
,
9
0
6
 
円

計
8,

61
7,

15
7,

53
9

　
－

　
（

費
用

進
行

基
準

を
採

用
し

た
業

務
は

あ
り

ま
せ

ん
）

資
産

見
返

運
営

費
交

付
金

0
資

本
剰

余
金

0
計

0

期
間

進
行

基
準

に
よ

る
振

替
額

運
営

費
交

付
金

収
益

0

　
－

　
（

期
間

進
行

基
準

を
採

用
し

た
業

務
は

あ
り

ま
せ

ん
）

資
産

見
返

運
営

費
交

付
金

0
資

本
剰

余
金

0
計

0

会
計

基
準

第
8
1
第

3
項

に
よ

る
振

替
額

0
合

　
　

　
計

8,
61

7,
15

7,
53

9

資
本

剰
余

金
0

資
産

見
返

運
営

費
交

付
金

0

費
用

進
行

基
準

に
よ

る
振

替
額

運
営

費
交

付
金

収
益

0

区
　

　
　

分
金

　
　
　
額

計
52

2,
86

3,
23

1

期
間

進
行

基
準

に
よ

る
振

替
額

運
営

費
交

付
金

収
益

0

21



（
３

）
運

営
費

交
付

金
債

務
残

高
の

明
細

（
単

位
：

円
）

　
－

　
（

期
間

進
行

基
準

を
採

用
し

た
業

務
は

あ
り

ま
せ

ん
）

　
－

　
（

費
用

進
行

基
準

を
採

用
し

た
業

務
は

あ
り

ま
せ

ん
）

１
３

．
運

営
費

交
付

金
以

外
の

国
等

か
ら

の
財

源
措

置
の

明
細

（
１

）
施

設
費

の
明

細

（
単

位
：

円
）

45
3,

93
7,

38
5

13
,4

76
,6

15

45
3,

93
7,

38
5

13
,4

76
,6

15

（
２

）
補

助
金

等
の

明
細

（
単

位
：

円
）

29
5,

37
8,

12
2

0
91

,2
34

,0
35

10
8,

10
9,

54
3

0
0

0
33

,8
84

,0
00

0
0

0
4,

89
7,

00
0

1,
16

5,
27

6,
87

5
0

0
2,

81
5,

12
5

34
,5

21
,9

00
0

0
15

6,
15

9,
92

1

1,
49

5,
17

6,
89

7
0

91
,2

34
,0

35
30

5,
86

5,
58

9

○
が

ん
研

究
開

発
費

に
係

る
未

執
行

額
及

び
次

年
度

へ
の

繰
越

が
生

じ
た

こ
と

に
よ

り
債

務
残

高
が

発
生

し
た

も
の

。
当

該
債

務
残

高
は

２
４

年
度

に
全

額
収

益
化

等
を

行
う

予
定

。

○
退

職
手

当
に

係
る

次
年

度
へ

の
繰

越
が

生
じ

た
こ

と
に

よ
り

債
務

残
高

が
発

生
し

た
も

の
。

当
該

債
務

残
高

は
２

４
年

度
に

全
額

収
益

化
等

を
行

う
予

定
。

交
付

年
度

運
営

費
交

付
金

債
務

残
高

残
高

の
発

生
理

由
及

び
収

益
化

等
の

計
画

区
　

　
分

業
務

等
区

分
金

　
　

額

診
療

業
務

0
教

育
研

修
業

務
0

情
報

発
信

業
務

0

業
務

達
成

基
準

を
採

用
し

た
業

務
に

係
る

分

研
究

業
務

0
臨

床
研

究
業

務
58

,3
15

,9
01

そ
の

他
79

,7
12

,5
60

左
の

会
計

処
理

内
訳

摘
　

要
建

設
仮

勘
定

見
返

施
設

費
資

本
剰

余
金

そ
の

他

平
成

２
２

年
度

独
立

行
政

法
人

国
立

が
ん

研
究

セ
ン

タ
ー

施
設

整
備

費
補

助
金

46
7,

41
4,

00
0

0

－

計
13

8,
02

8,
46

1

区
　

　
　

　
　

分
当

期
交

付
額

平
成

２
３

年
度

費
用

進
行

基
準

を
採

用
し

た
業

務
に

係
る

分
－

小
計

13
8,

02
8,

46
1

期
間

進
行

基
準

を
採

用
し

た
業

務
に

係
る

分
－

－

区
　

　
　

　
　

分
当

期
交

付
額

建
設

仮
勘

定
補

助
金

等
資

産
見

返
補

助
金

等
資

本
剰

余
金

預
り

補
助

金
等

合
　
　
　
　
　
計

46
7,

41
4,

00
0

0

左
の

会
計

処
理

内
訳

収
益

計
上

平
成

２
３

年
度

チ
ー

ム
医

療
実

証
事

業
委

託
費

4,
89

7,
00

0
0

平
成

２
２

年
度

独
立

行
政

法
人

国
立

が
ん

研
究

セ
ン

タ
ー

設
備

整
備

費
補

助
金

1,
16

8,
09

2,
00

0
0

平
成

２
３

年
度

医
療

施
設

運
営

費
等

補
助

金
55

0,
00

0,
00

0
55

,2
78

,3
00

平
成

２
３

年
度

感
染

症
予

防
事

業
費

等
国

庫
負

担
（

補
助

）
金

33
,8

84
,0

00
0

平
成

２
３

年
度

科
学

技
術

戦
略

推
進

費
補

助
金

19
0,

68
1,

82
1

0

合
　
　
　
　
　
計

1,
94

7,
55

4,
82

1
55

,2
78

,3
00

22



１
４

．
役

員
及

び
職

員
の

給
与

の
明

細
（

単
位

：
千

円
、

人
）

支
給

人
員

(0
) 0

(0
)

16
1

(0
)

16
1

（
注

）
１

．

２
．

３
．

支
給

人
員

は
、

年
間

平
均

支
給

人
員

数
を

記
載

し
て

お
り

ま
す

。

４
．

非
常

勤
の

役
員

及
び

職
員

は
、

外
数

と
し

て
（

　
　

）
で

記
載

し
て

お
り

ま
す

。

５
．

中
期

計
画

に
お

い
て

は
、

法
定

福
利

費
等

を
含

め
て

予
算

上
の

人
件

費
と

し
て

お
り

ま
す

が
、

上
記

明
細

に
は

法
定

福
利

費
等

は
含

ま
れ

て
お

り
ま

せ
ん

。

支
給

額

職
員

に
対

す
る

給
与

等
の

支
給

基
準

は
、

独
立

行
政

法
人

国
立

が
ん

研
究

セ
ン

タ
ー

職
員

給
与

規
程

、
独

立
行

政
法

人
国

立
が

ん
研

究
セ

ン
タ

ー
非

常
勤

職
員

給
与

規
程

、
独

立
行

政
法

人
国

立
が

ん
研

究
セ

ン
タ

ー
非

常
勤

医
師

及
び

研
究

員
給

与
規

程
、

独
立

行
政

法
人

国
立

が
ん

研
究

セ
ン

タ
ー

職
員

退
職

手
当

規
程

に
よ

っ
て

お
り

ま
す

。

合
　

　
　

計
(2

,7
32

,8
52

)
(8

45
)

(0
)

11
,7

39
,8

76
1,

60
9

44
7,

90
9

職
　

　
　

員
(2

,7
24

,8
12

)
(8

38
)

(0
)

11
,7

19
,8

33
1,

60
8

44
7,

90
9

役
員

に
対

す
る

報
酬

等
の

支
給

基
準

は
、

独
立

行
政

法
人

国
立

が
ん

研
究

セ
ン

タ
ー

役
員

報
酬

規
程

及
び

独
立

行
政

法
人

国
立

が
ん

研
究

セ
ン

タ
ー

役
員

退
職

手
当

規
程

に
よ

っ
て

お
り

ま
す

。

役
　

　
　

員
(8

,0
40

)
(7

)
(0

)
20

,0
43

1
0

区
　

　
　

分
報

酬
又

は
給

与
退

職
手

当

支
給

額
支

給
人

員

23



１
５

．
開

示
す

べ
き

セ
グ

メ
ン

ト
情

報
（

単
位

：
円

）

研
究

事
業

臨
床

研
究

事
業

診
療

事
業

教
育

研
修

事
業

情
報

発
信

事
業

計
法

人
共

通
合

計

事
業

費
用

業
務

費
3,

88
9,

07
3,
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績
及

び
患

者
の

Q
O
L
の

向
上

に
つ

な
が
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療
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業
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療
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す
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収
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【 独立行政法人国立がん研究センタ ー】 （ 単位： 円）

区　 　 分 予算額 決算額 差額 備考

収入

運営費交付金 8,755,186,000 8,755,186,000 0

施設整備費補助金 1,018,709,000 0 △ 1,018,709,000 施設整備の一部の完成が翌年度へ延期し たこ と による。

長期借入金等 4,969,319,000 4,042,850,000 △ 926,469,000 24年度で借り 入れるこ と になっ たこ と による。

業務収入 36,936,950,000 37,013,831,430 76,881,430 医業収益の増等による。

その他収入 21,893,034,000 40,177,510,962 18,284,476,962 定期預金及び譲渡性預金の戻入等による。

計 73,573,198,000 89,989,378,392 16,416,180,392

支出

業務経費 41,809,742,000 41,823,423,182 13,681,182

研究業務経費 3,384,905,000 3,630,218,917 245,313,917 人件費及び経費の増加等による。

臨床研究業務経費 5,401,857,000 5,263,001,462 △ 138,855,538 経費の削減等による。

診療業務経費 28,127,570,000 28,356,719,048 229,149,048 人件費及び経費の増加等による。

教育研修業務経費 1,674,337,000 1,785,479,201 111,142,201 人件費及び経費の増加等による。

情報発信業務経費 1,917,598,000 1,470,596,059 △ 447,001,941 経費の削減等による。

その他の経費 1,303,475,000 1,317,408,495 13,933,495 経費の増加等による。

施設整備費 9,241,689,000 5,214,264,261 △ 4,027,424,739 施設整備の一部の完成が翌年度へ延期し たこ と による。

借入金償還 1,904,055,000 1,904,055,370 370 予算上の償還予定額と 決算上の償還実績額が異なっ たこ と による。

支払利息 421,337,000 413,746,919 △ 7,590,081 予算上の償還予定額と 決算上の償還実績額が異なっ たこ と による。

その他支出 538,130,000 54,524,732,931 53,986,602,931 定期預金及び譲渡性預金の預入等による。

計 53,914,953,000 103,880,222,663 49,965,269,663

（ 注） 損益計算書の計上額と 決算額の集計区分の相違の概要は、 以下のと おり であり ます。

決　 算　 報　 告　 書
（ 平成２ ３ 年４ 月１ 日～平成２ ４ 年３ 月３ １ 日）

　  （ １ ） 損益計算書の補助金等収益、 業務収益、 寄附金収益、 財務収益、 その他経常収益は、 決算報告書上は「 業務収入」 に含んでおり ます。

　  （ ２ ） 損益計算書の一般管理費、 その他経常費用は、 決算報告書上は業務経費の「 その他の経費」 に含んでおり ます。
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会計監査人の意見
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